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要約

　本研究の目的は，運動有能感を課題（ある課題に対する有能感），過去（過去の自分と比較し

た場合の有能感），他者（他人と比較した場合の有能感）という 3 つの観点から捉えた尺度を作

成し，尺度の妥当性及び信頼性を検討することであった。研究の方法は，大学生を対象とした質

問紙調査であった。得られたデータについては，探索的因子分析と検証的因子分析を解釈可能な

因子構造になるまで繰り返した。その結果，課題基準，過去基準，課題基準という 3 つの因子が

解釈された。さらに，2 次因子分析を行った場合の因子モデルについても妥当性が認められた。

すなわち，仮説通りの 3 つの下位概念によって運動有能感が構成されていることが明らかになっ

た。また，各運動有能感と目標志向性の相関関係を検討したところ，課題基準有能感は課題志向

性と正の相関があり，自我志向性は他者基準有能感と正の相関があることが明らかになった。
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１．目的

　スポーツや運動における参加，継続，離脱に影響する重要な心理的要因のひとつに有能感が挙

げられる（Duda, 2005; Roberts, 2001）。有能さ（コンピテンス）とは，環境に対して効果的に相

互交渉できる能力（White, 1959）のことであり，有能感とは，有能さを感じている程度のことで

ある。運動の場面で例えると，運動が上手くできるかどうかを自分自身で感じている程度と考え

られる。しかしながら，有能感と言っても，課題そのものに対する有能感，以前の自分に対する

有能感，他人との比較による有能感といったいくつかの側面が考えられるのではないだろうか。

　近年，Elliot et al.（2002）や Elliot & Conroy（2005）は，課題基準，過去基準，他者基準とい

う３つの観点から有能さを分類している。課題基準とは，評価の基準が絶対的なものであり，課

題そのものに対する有能さに相当する。Elliot et al.（2002）は，White（1959）のイフェクタンス

動機づけや Harter（1981）の内発的動機づけなどは，課題基準の有能さを求める動機づけである

としている。また，課題それ自体に有能さを求めるという点では，Nicholls（1989）の課題関与

も関連のある構成概念であると考えられる。過去基準とは，評価の基準が個人内にあるという

ことであり，過去の自分に対する有能さに相当する。これは，能力を伸ばすことを目標とする

Dweck（1999）の学習目標などに関連する構成概念であると考えられる。他者基準とは，他者の

パフォーマンスと比較した場合の有能さに相当する。これは，他者と比較して優れることを重視

する Nicholls（1989）の自我関与などに関連する構成概念であると考えられる。しかしながら，

これらの構成概念に基づいた尺度を作成した場合，仮説通りの 3 因子構造になるかどうかは明ら

かにされていない。運動有能感の研究は，これまでに数多くの研究がなされており，その重要さ

は論じられてきたが，Elliot et al.（2002）の先行研究の知見から概念を再検討するような試みは

新たな研究の展開として必要なものであると考える。

　そこで本研究は，第 1 の目的として，Elliot et al.（2002）が論じているように，課題，過去，

他者という 3 つの観点から捉えた有能さを感じている程度，すなわち，課題基準有能感，過去基

準有能感，他者基準有能感が識別されるのかを検討する。第 2 の目的として，それら 3 つの構成

概念が識別されたならば，運動有能感における 3 つの側面として仮定できるのかということを検

討する。具体的には，2 次因子分析（豊田，2000）により，3 つの有能感の上位に共通因子が仮

定されるかどうかを検討する。第 3 として，運動有能感の下位尺度が仮定された場合，各運動有

能感がそれぞれの特徴を持っているのかを検討する。具体的には，Nicholls（1989）の達成目標

理論における目標志向性によって基準関連妥当性を検討することである。目標志向性とは，有能

さの定義の個人差が反映される構成概念であり，努力や熟達を有能と捉える傾向に相当する課

題志向性と他者に優れることを有能と捉える傾向に相当する自我志向性に分類される。Elliot et 

al.（2002），長沼（2004），Elliot & Conroy（2005）の記述からすると，課題志向性は課題基準有

能感や過去基準有能感と正の相関があると考えられ，自我志向性は他者基準と正の相関があると

考えられる。
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２．方法

研究方法と調査対象

　研究の方法は大学生（男子 242 名，女子 295 名，計 537 名）を対象とした質問紙調査法であった。

調査対象の中には，体育系運動部に所属するものは含まれていない。なお，高校時代の運動部加

入状況は，加入していた学生 236 名（男子 154 名，女子 88 名），加入していなかった学生 301 名（男

子 82 名，女子 312 名）であった。調査期間は，2009 年 4 月中旬から 6 月上旬であった。調査票

は体育実技あるいは健康科学系の講義の授業中に担当教員から配布された。対象者はその場で回

答を行い，調査票は回答終了後に回収された。

質問項目

運動有能感の下位尺度

　Elliot et al.（2002）やElliot & Conroy（2005）が記述している概念的な特徴を参考にして課題，過去，

他者を基準とする運動有能感下位尺度の作成を試みた。課題基準有能感を測定する項目には，あ

る課題に対する運動能力を評価する項目を想定して 5 問作成した。各項目は，目標や課題に対す

る達成の見込みを評価する内容のもので構成した。過去基準有能感を測定する項目には，過去と

現在の自分を比較した場合の運動能力を評価する項目を想定して 5 問作成した。各項目は，いつ

の過去を指すのかについては厳密な期間を設定せず，昨年に比べて現在の運動能力を評価する内

容のもので構成した。他者基準有能感を測定する項目には，他人と自分を比較した場合の運動能

力を評価する項目を想定して 5 問作成した。各項目は，他人と比べて運動能力が高いかどうかを

評価する内容のもので構成した。回答方法は，各項目について，1（全く当てはまらない）から 5（非

常に当てはまる）の 5 段階で評定するよう求めた。

目標志向性

 　本研究では，TEOSQ（Task and Ego Orientation in Sport Qestionnaire, Duda, 1989），POSQ（Perceptions 

Of Success Questionnaire, Roberts et al., 1998），細田・杉原（1999）の尺度を参考にして，課題志

向性を想定した項目 5 問と自我志向性を想定した項目 5 問を作成した。目標志向性尺度では，

課題志向性尺度と自我志向性尺度が無相関あるいは弱い正の相関になるとされている（Duda 

& Whitehead, 1998）。一方，わが国における中学生を対象とした体育授業の研究（細田・杉原 , 

1999）では，課題志向性因子と自我志向性因子は中程度の正の相関であった。これは，わが国では，

両志向性の相関について欧米よりも正の傾向が強くなることを示唆していることになるが，仮説

と異なる相関関係が示されたにも関わらず，妥当性が認められた尺度として解釈するには問題が

ある。

　そこで本研究では，細田・杉原（1999）の尺度を参考にする以外にも，各項目を作成する際，

課題志向性と自我志向性の因子間の相関が無相関あるいは弱い正の相関になるようにするため，
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それぞれの構成概念の特徴が強調されるような表現にした。例えば，TEOSQ や POSQ における

Task orientation scale（課題志向性）には，“I work really hard”（TEOSQ）や“I show clear personal 

improvement”（POSQ）という項目があるが，翻訳する際には，「競争では負けても，全力を尽く

すことができたとき」や「失敗を繰り返しても，少しずつ上達を感じているとき」とすることで，

努力や熟達を強調する表現にした。また，Ego orientation scale（自我志向性）については，“I am 

the only one who can do the play of skill”（TEOSQ）や“I am clearly superior”（POSQ）という項目を「活

躍できるのは自分しかいないと思ったとき」や「自分が他の誰よりも優れていると思ったとき」

とすることで，他者と比較して優れることを強調する表現にした。回答方法は，『スポーツや運

動をしていて，「よしっ！」，「やったぁ！」，「うまくいった！」，「よっしゃぁ！」など，ご自分

にとって成功したことを強く感じるのはどんなときですか？』という質問文に対する各項目につ

いて，１（全く当てはまらない）から 5（非常に当てはまる）の 5 段階で評定するよう求めた。

統計解析

　データの分析には，探索的分析及び検証的分析を行った。探索的因子分析，内的整合性（α係数），

基本統計量（平均値，標準偏差，歪度，尖度），尺度間の相関係数の算出には，SPSS12.0 を使用し，

検証的因子分析には，AMOS5.0 を使用した。

３．結果

質問項目の分析

全項目による探索的因子分析

　運動有能感の項目について，課題基準有能感あるいは過去基準有能感は課題志向性，他者基準

有能感は自我志向性と関連があると考えられる。これは，有能感も目標志向性も有能さに基づく

構成概念であるためである。運動有能感は有能さの期待的な側面，目標志向性は有能さの価値的

な側面に関する構成概念であると考えられるが，まずは，両構成概念が識別されるかどうかを検

討することにした。全項目の得点分布を確認したところ，歪度が 1.00 以上あるいは -1.00 以下の

項目がいくつかあったため，分析から外し，残った項目によって主因子法プロマックス回転によ

る探索的因子分析を行った。初期の固有値が 1.00 以上であること，各因子を構成する各項目の

因子負荷量が 0.40 以上になること，解釈可能な因子を構成することを条件として分析を繰り返

したところ，5 つの因子が抽出された。これらは，あらかじめ想定していたように，他者基準有

能感，過去基準有能感，課題基準有能感，自我志向性，課題志向性の因子であった。因子間の相

関を見ると，課題志向性は課題基準有能感と中程度の正の相関（0.40）が見られ，自我志向性に

ついても他者基準有能感とほぼ中程度の正の相関（0.37）が見られた。しかしながら，過去基準

有能感とは，課題志向性はほぼ無相関（0.04）であり，自我志向性とは弱い正の相関（0.22）であった。
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　次に，運動有能感及び目標志向性それぞれについて探索的因子分析を行ったところ，運動有

能感は 3 因子構造，目標志向性は２因子構造になることが示された。また，検証的因子分析につ

いても，運動有能感の３因子構造（GFI=0.93, CFI=0.95, RMSEA0.09），目標志向性の 2 因子構造

（GFI=0.96, CFI=0.93, RMSEA0.08）のモデル適合度指標は良好な値であった。課題志向性因子と

自我志向性因子の相関は直交にはならなかったが，弱い相関（r=0.22）であったため，構成概念

妥当性としては許容される範囲であると解釈した。運動有能感については，これら 3 因子の上位

に共通因子が仮定されるかどうかを検討するために，2 次因子分析（豊田，2000）を行った。2

次因子分析とは高次因子分析モデルの 1 つであり，検証的因子分析において潜変数間に相関が認

められ，背後に共通因子の存在が仮定することが内容的に妥当である場合に適用される（鈴木・

西嶋， 2004）。すなわち，課題基準有能感，過去基準有能感，他者基準有能感の共通因子が仮定

されるかどうかを検討し，運動有能感が 3 つの側面を持つ構成概念として妥当であるかを検討す

るのである。2 次因子分析を行ったところ，モデル適合度指標は 1 次因子分析と同じ値であった

（GFI=0.96, CFI=0.93, RMSEA0.08）。各因子を尺度得点とした基本統計量（平均値，標準偏差，歪度，

尖度）は表 2 に示した。また，各尺度の信頼性の検討として内的整合性を算出したところ，他者

基準（α＝ 0.92），課題基準（α＝ 0.84），過去基準（α＝ 0.81），自我志向性（α＝ 0.75），課題志

向性（α＝ 0.72）のいずれも満足する水準であった。 

目標プロフィールによる各有能感の平均値

　Duda（2001）は，各目標志向性の平均値あるいは中央値を境にして，課題志向性のみが高い群（課

題志向群），自我志向性のみが高い群（自我志向群），とちらとも高い群（両志向群），どちらと

も低い群（無志向群）という 4 つの群を目標プロフィールとしている。細田・杉原（1999）は，

この群分けに倣って動機づけを比較検討している。本研究では，目標プロフィールによる各有能

感の平均値を算出し，比較検討する。まず，目標プロフィールについて，本研究では，中央値を

境にして 4 つの群に分けた。その後，1 要因分散分析により，各有能感の平均値を比較した。そ

の結果，課題基準有能感，他者基準有能感，過去基準有能感の全てに 1 % 水準で有意な主効果

が見られた。多重比較を行ったところ，課題基準有能感については，両志向群と課題志向群の 2

群（この 2 群間には有意差なし）は自我志向群と無志向群の 2 群（この 2 群間には有意差なし）

表 2．基本統計量

 平均値 標準偏差 歪度 尖度
1 課題基準有能感 3.18 0.81 －0.22 －0.15

2 他者基準有能感 2.23 0.88 0.38 －0.35

3 過去基準有能感 2.06 0.79 0.64 0.30

4 課題志向性 3.62 0.65 －0.26 0.66

5 自我志向性 3.35 0.78 －0.27 0.07
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よりも有意に高かった（p < 0.05）。また，他者基準有能感について，自我志向群と両志向群の 2

群（この 2 群間には有意差なし）は課題志向群と無志向群の 2 群（この 2 群間には有意差なし）

よりも有意に高かった（p < 0.05）。過去基準有能感については，自我志向群は，課題志向群と無

志向群の 2 群（この 2 群間には有意差なし）よりも有意に高く（p < 0.05），両志向群とは有意差

が見られなかった。また，両志向群は，無志向群よりも有意に高く（p < 0.05），課題志向群とは

有意差が見られなかった（表 3，図 1）。

図１．目標志向性プロフィール別の各有能感の平均値

表 3．分散分析の結果

1）無志向群
（N=149）

2）課題志向群
（N=120）

3）自我志向群
（N=120）

4）両志向群
（N=148） F 値

課題基準有能感 2.86
SD=0.73

3.39
SD=0.77

3.07
SD=0.81

3.42
SD=0.81

16.70 ＊＊ 
4），2）＞ 3），1）

他者基準有能感 1.97
SD=0.81

2.06
SD=0.82

2.54
SD=0.89

2.38
SD=0.89

12.84 ＊＊ 
3），4）＞ 2），1）

過去基準有能感 1.89
SD=0.69

1.94
SD=0.66

2.24
SD=0.90

2.18
SD=0.83

6.76 ＊＊ 
3）＞ 2），1） 

4）＞ 1）

＊＊ p<0.01
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４．考察

　本研究の目的は，運動有能感を課題，過去，他者という 3 つの観点から捉えた尺度を作成し，

尺度の妥当性と信頼性を検討した。探索的因子分析では，課題基準，過去基準，他者基準という

3 つの運動有能感が抽出され，課題基準有能感は課題志向性，他者基準有能感は自我志向性と中

程度の正の相関関係にあるが，識別された概念であることが明らかになり，基準関連妥当性も認

められた。また，運動有能感及び目標志向性のそれぞれは，検証的因子分析においても良好なモ

デル適合度指標が示された。さらには，2 次因子分析においては，課題基準，過去基準，他者基

準の上位として共通因子が仮定されることが確認され，これら 3 つの観点から尺度化した運動有

能感尺度の構成概念妥当性が認められた。尺度の信頼性についても，内的整合性を算出したとこ

ろ，満足する水準が得られた。目標志向性プロフィール別に各有能感の得点を比較したところ，

課題志向群は自我志向群よりも課題基準有能感が高く，自我志向群は課題志向群よりも他者基準

有能感が高かったことから，目標志向性の持ち方によって運動有能感の捉え方が異なることが示

された。

　これらの結果により，本研究で作成した運動有能感下位尺度は妥当性及び信頼性共にほぼ認め

られたと考えられるが，今後もさらなる検討が必要であると考える。まず，過去基準有能感につ

いては再度検討が必要である。Elliot et al.（2002）や長沼（2004）の記述からすると，過去基準

有能感は課題志向性と関連があると考えていたが，本研究の結果では，ほぼ無相関であった。こ

の理由には，少なくとも，サンプルの問題と内容的妥当性の問題が考えられる。

　本研究の対象者は体育系運動部に所属していない大学生であった。しかしながら，対象者の

44％（537 名中 236 名）が高校時代に運動部へ加入していたが，大学入学後は運動部を続けてい

ないという現状であった。また，対象者は，体育実技あるいは健康科学系の講義を受講している

大学 1 年生がほとんどであったことから，本研究のデータは，これまで行ってきた運動部活動を

辞めた時点で収集されたことになる。高校時代も運動部活動へ加入していなかった学生にとって

は大学入学後も運動を行う環境は大きく変わっていないと思われるが，高校時代は運動部へ加入

していたが，大学入学後は運動をしていないという大きな環境の変化があったサンプルが含まれ

ていては，運動有能感を測定した時期に問題があったかもしれない。

　次に，内容的妥当性について，過去基準の運動有能感は 5 問作成したが，その内の 2 問は，得

点の分布が偏りすぎていた（歪度の基準から判断）ため，削除した。これも過去と現在の運動経

験が繋がっていないことが影響していたかもしれない。今後は，対象者及びデータ収集の時期を

考慮する必要があると考える。項目の表現については，「昨年」や「以前」を過去に相当すると

考えていたが，もう少し工夫が必要なのかもしれない。例えば，小学校や中学校の体育授業では

段階的にスキルを獲得していくプロセスが取られている。そのような場合，「前回の授業に比べて」

あるいは「最初の授業に比べて」など，過去の時期を具体的にした方が良いのかもしれない。

　この他にも，再検査法による信頼性の検討も行う必要がある。将来的に介入研究へ結び付けよ
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うとするならば，運動有能感がどの程度安定する性質を持つのかを検討し，介入期間を設定する

際の参考にするべきである。例えば，小学校や中学校の体育授業で新しいことを学ぼうとする単

元では，何も知らない段階から子どもたちは学習を行うことになる。数回の熱心且つ丁寧な指導

を行えば，学習以前よりも運動有能感が高まることは当然である。しかしながら，運動に対する

興味や意欲が年齢と共に低下している（西田， 1995）という問題を考慮した場合，生涯スポーツ

実践の基盤形成を見据えることも必要である。1 つの単元のみからの効果を求める介入では，そ

れなりの結果は示されるだろう。しかしながら，単発的で短期的な介入のみならず，計画的に練

られた長期的な介入を行っていくことも必要であると考える。
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